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１．背景と目的 

 令和５年９月、SAICM『国際的な化学物質管理に関する戦略的なアプローチ）(平成 18 年(2006 年)採

択）の後継として、法的拘束力のない、マルチセクター（環境、経済、社会、保健、農業、労働等）に

おけるマルチステークホルダー（政府、政府間組織、市民社会、産業界、学術界等）によるライフサイ

クル全体を通じた化学物質管理の枠組みとして、世界的な枠組み文書である「化学物質に関するグロー

バル枠組み―化学物質や廃棄物の有害な影響から解放された世界へ（Global Framework on Chemicals 

(GFC) – For a planet free of harm from chemicals and waste）」が策定された。日本は化学物質を用いつつ

も、そのメリットを最大限に享受できる技術を発展させていく先進的な国として、化学物質のライフサ

イクルを踏まえた地球規模での環境汚染を視野に入れた、適正な化学物質管理の提言、実践をしていく

ことが求められている。また、化学物質と廃棄物の有害な影響の防止または最小化を行っていくことが

求められている。しかし、現在施行されている PRTR 制度では、製造の過程に環境中へ排出される化学

物質の量を把握することができるものの、化学物質のライフサイクル全体を考慮した際に、廃棄物中に

含まれて環境中への排出される量を把握することが困難となっている。または、化学物質が廃棄された

後の環境への排出量やその影響について把握することが困難となっている。また化学種毎に毒性が変化

する重金属についても、現在の化審法では特定の化学種のリスク評価に限定されているという課題が残

されている。 

 さらに、令和５年５月に開催されたストックホルム条約第 11 回締約国会議（COP11）において、新た

に残留性有機汚染物質(POPs)であるメトキシクロル、デクロランプラス及び UV-328 を同条約の附属書

Ａ（廃絶）に追加することが決定された。この決定を受け、令和５年７月 21 日には、厚生労働省・経済

産業省・環境省の３省合同会合会議において、これら３物質が難分解性、高蓄積性を持ち、さらに人や

高次捕食動物への長期毒性を有するものであることから、化審法の第一種特定化学物質に指定すること

が適当であるとの結論が下された。しかしながら、締約国会議の下部会合である残留性有機汚染物質検

討委員会（POPRC）のリスク調査をもとに製品評価技術基盤機構 (NITE)が令和５年に調査した結果に

よると、世界へ拡散しているこれらの物質が最も高い箇所での曝露を継続的に受け続けたとしても、ヒ

トへのリスクは懸念レベルにないと報告している。しかし、これはダスト経由で直接曝露を受けた場合

の条件可に限定される。このように新規 POPs においてはリスクの不確実性が高く、これらのエッセン

シャルユースは許可し続けて良いのか、といった国内の化学物質管理の在り方にはさらに検証が必要な

状況となっている。一方で、POPRC の報告書によると、カナダ、ノルウェーなど北欧や極域近くの表層

水や 30 年前の地層などからこれらの新規 POPs が検出されていることから、残存性が指摘された。しか

し、分解性の評価については、物性にもとづく加水分解や光分解による半減期など、自然分解によるも

のが主となっており、生分解については、メトキシクロル以外はガスクロマトグラフィーや生物化学的

酸素要求量(BOD)による分解度で判定されたのみである。よって、多種類の微生物による分解の可能性

については、まだデータが少ない状態であり、今後の環境中への影響についても不確実性が高いため、

適切な対策案を提言しづらい状況にある。また検出地域についても極域近くの報告例が多いことは、そ

の地域で排出が多かった可能性の他に、POPs の特性として、低緯度から排出されたものが「バッタ効

果」と呼ばれる現象によって、極域までホップしながら大気と堆積物を媒介として、移動した可能性が

考えられるが、詳細は未だ分かっていない。 

そこで本事業では、新規 POPs、重金属を対象として化学物質のライフサイクルを考慮し、廃棄物を含む
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排出源から全球規模での移動による汚染状況の把握と、エッセンシャルユースを許可し続けたシナリオ、

代替物質に完全に切り替えた場合のシナリオでの大気中の化学物質濃度の将来予測および環境、生態へ

のリスク評価を、モデルを用いて実施するとともに、リスクが不確実な物質については、生物濃縮によ

るリスクと、微生物による分解の可能性の双方に着目し、効果的な化学物質管理の方策について提言を

行うことを目的とする。さらに化学種毎に毒性が変化する重金属についても、その毒性の変化を明らか

にし、化学物質のライフサイクルを踏まえた上での適切なリスク管理策を提言する。 
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２． 事業内容 

 

（１）調査内容 

 本事業は３年計画とし、本年度を初年度とする。３年の全体の計画においては、、化学種毎に毒性が変

化する重金属の化学物質のライフサイクルを踏まえたリスク評価に加え、ストックホルム条約で新たに追

加となった、新規 POPs (Persistent Organic Pollutant; 残留性有機汚染物質) 3 物質（z）を対象として、排出

源(廃棄物含む)から全球規模での移動状況の把握・予測と生物濃縮によるリスク評価、堆積物の微生物に

よるバイオレメディエーションの可能性を明らかにすることを目的とする。そして、新規で化審法の第一

種特定化学物質に指定された化学物質のより適正かつ包括的な管理を提言することを目標とする。 

以上を踏まえ、本年度は以下の内容を実施した。 

 

（２）調査における小課題と概要 

 

i. 優先的な評価が求められる新規 POPs の抽出、多媒体モデルの試行とインベントリーの構築、 

モデルによる濃度の算出 

 

概要説明 

全球多媒体モデル (例：CHASER (CHemical AGCM for Studies of atmospheric Environment and Radiative 

forcing))の試運転を行い、本事業への化学物質輸送モデルとしての適用可能性について調査した。

CHASER モデルは、対流圏・成層圏におけるオゾンを中心とした大気光化学過程を全球的にシミュレ

ートできるモデルであるが、各種汚染物質（気体成分およびエアロゾル粒子成分）の全球分布や長距

離輸送（大陸・半球間輸送）とそれらの変動過程についても適応ができるよう開発されつつあるモデ

ルである。現在、NOX、CO、CH4、アセトン、イソプレン等の適用が確認されているが、本事業で

は、新規 POPs にも本モデルを適用できるよう、モデルの化学物質データのインベントリの構築を行っ

た。なお、インベントリを優先的に収集、または推算すべき新規 POPs の順位は、文献調査データなど

をもとに決定した。また、今年度に選択したモデルと構築したインベントリを用いて、浮遊粒子状物

質 (SPM) をトレーサーとし、POPs の濃度を算出した。その結果、他地域と比較して特に濃集してい

るホットスポットが確認され、それらの地域における POPs の相対的濃度を評価した。。 

 

ii. ホットスポットに係る文献調査 

 

概要説明 

 文献や全球多媒体モデルから、POPs のホットスポットが形成されていると考えられる地点について

調査を実施した。カナダ、ノルウェーなど北欧や極域近くの表層水や 30 年前の地層などからこれらの

新規 POPs が検出されていること (POPRC 報告書)、また大気や海流によって全世界に分布が広がった

水銀も、スウェーデン、ノルウェーといった北欧に移動し、高濃度で検出されている事実を踏まえ、

これらの地域を念頭に文献に報告された実測データや関連論文を対象に調査を行い、POPs の濃集箇所
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の地域の特徴、季節変動を踏まえ、今後、濃集地点での堆積物のサンプリングおよび、濃度定量、微

生物の分析に適する地域の候補を選定した。 

 

iii. 低緯度から運搬された POPs 等の捕集および濃度等の測定 

 

概要説明 

新規 POPs の大気経由でのバックグラウンドの汚染状況を把握するため、低緯度から気流により運搬

された POPs を捕集しやすく、日本由来の汚染物質の影響を排除しやすい条件がそろっている日本最南

端の波照間モニタリングステーションにて、エアロゾル中に含まれる POPs を捕集した。捕集材は、事

前に低バックグラウンド処理を実施した。サンプリングは、10 月、11 月に行い、捕集したサンプル中

の POPs は、GC-HRMS 法で定量した。 

大気中物質の測定対象は、新規 POPs 3 物質(デクロランプラス、UV-328、メトキシクロル)に加え、

ストックホルム条約発効以後、2008 年までの観測において、日本の最南端の有人島である波照間島に

あるモニタリングステーションにて、継続的に濃度の検出が認められていた既存 POPs 8 物質 (HCB、

cis-Chlordane、trans-Chlordane、trans-Nonachlor、cis-Heptachlor epoxide、o,p'-DDE、p,p'-DDE、p,p'-DDT)

を調査対象として加えた。さらに、新規 POPs である UV-328 と挙動が類似していると報告されている

エアロゾル (浮遊粒子状物質/SPM; PM2.5 を含む)中の重金属濃度を ICP-MS を用いて測定した。加え

て、放射光を用いた X 線吸収微細構造解析 (XAFS)を行い、環境中での化学種の変化や、それに伴う

毒性の変化を明らかにした。 

さらに、低緯度で排出された POPs は極域へ移動する過程で沈着と再揮発を繰り返す可能性がある。

そのため、通過地点の一つである波照間の堆積物を採取し、POPs の分解に関与する微生物の存在可能

性を明らかにするために波い生物の照間島の堆積物中の DNA 解析を実施し、POPs の分解につながる

微生物相の有無について、検討を行った。 
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３． 方法 

i. 優先的な評価が求められる新規 POPs の抽出、多媒体モデルの試行とインベントリーの構築、 

モデルによる濃度の算出 

 

i-1. 優先的な評価が求められる新規 POPs の抽出 

 残留性有機汚染物質（POPs）は、環境中での蓄積、長距離輸送、および生態系への影響の観点から、

国際的な規制の対象となっている。特に、デクロランプラス（Dechlorane Plus）、UV-328、メトキシクロ

ル（Methoxychlor）は、2023 年のストックホルム条約第 11 回締約国会議（COP11）において正式に規制

対象となった（Stockholm Convention, 2023）。これらの物質は、異なる用途と環境中の挙動を持つため、

環境リスクの評価において、どの物質を優先的に研究対象とするかの選定が求められる。 

  

 本研究では、新規 POPs の中から、環境リスク評価の優先順位を決定するために、以下の 3 つの要素

に着目して評価を行った。 

 

1. 用途と環境中での排出経路：各化学物質がどのような用途で使用され、環境中のどの媒体（水、大気、 

土壌など）にどのように放出されるかを調査した。 

2. 環境中での分配特性：各物質の物理化学的特性（オクタノール-空気分配係数（𝐾𝐾OA）、空気-土壌分配 

係数（𝐾𝐾SA）、水溶解度など）を考慮し、大気中の粒子相（SPM）への移行性を

評価した。 

3. 長距離輸送の可能性：既存の研究を参照し、各物質が大気中でどの程度長距離輸送される可能性があ 

るかを評価した。 

これらの基準に基づき、デクロランプラス、メトキシクロル、UV-328 の 3 物質について比較を行い、

優先的に研究すべき対象を選定した。 

 

i-2. 多媒体モデルの試行とインベントリーの構築、モデルによる濃度の算出 

 多媒体モデルについて、本研究では、残留性有機汚染物質（POPs）の環境中挙動を評価するために、

大気化学輸送モデルを用いたシミュレーションを実施した。特に、地域スケールの大気化学輸送モデル

である CMAQ（Community Multiscale Air Quality）と、全球規模の大気化学輸送モデルである CHASER

（Chemical Atmospheric General Circulation Model for Studies of Atmospheric Environment and Radiative 

Forcing）の二つのモデルを活用し、それぞれの特性を比較することで、POPs の輸送過程や化学変質の

違いを明らかにすることを目的とした。CMAQ は主に都市・地域スケールでの大気汚染物質の輸送と沈

着の影響を解析するのに適しており、一方の CHASER は、全球規模の大気循環と化学反応を考慮しな

がら、長距離輸送を評価するのに適している。本研究では、これら二つのモデルの特性を明確にし、そ

れぞれのモデルがどのように POPs の輸送や沈着を再現するのかを比較することを目的とした。 

 

i-2.1 CMAQ の概要と計算手法 

 CMAQ（Community Multiscale Air Quality）は、米国環境保護庁（EPA）によって開発された地域スケ

ールの大気化学輸送モデルであり、大気中の汚染物質の輸送、化学変質、および沈着を解析するため
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に広く利用されている（Itahashi et al., 2017）。このモデルは、気象モデルである WRF（Weather 

Research and Forecasting model）と連携し、排出インベントリデータを用いた高解像度の化学輸送シミ

ュレーションを行うことが可能である。CMAQ はオイラー型の化学輸送モデルであり、特に都市・地

域スケールでの大気汚染物質の時空間変動を詳細に解析することができる。 

CMAQ の化学輸送モジュールは、一次汚染物質である窒素酸化物（NOx）や二酸化硫黄（SO₂）だけ

でなく、二次生成物である硝酸塩（NO₃⁻）、硫酸塩（SO₄²⁻）、およびオゾン（O₃）などの化学反応を考

慮したシミュレーションが可能である。特に、都市部における大気汚染の主成分である光化学オキシ

ダントの生成過程や、エアロゾル形成のメカニズムを詳細に解析することができる（Itahashi et al., 

2017）。さらに、CMAQ では乾性沈着および湿性沈着のプロセスを考慮し、大気中の汚染物質がどのよ

うに除去されるかを評価することが可能である。乾性沈着は、地表面や植生への直接的な吸着を通じ

て物質が除去されるプロセスであり、湿性沈着は、降水による洗浄効果を通じて大気中の粒子が除去

されるプロセスを指す。これらの沈着メカニズムを詳細に解析することで、POPs の環境中での蓄積や

除去プロセスを理解することができる。 

本研究では、CMAQ のシミュレーションのために、猪俣ら（Inomata et al., 2017）によって構築され

た POPs 排出インベントリを基にしている。本インベントリは、東アジアにおける大気中の多環芳香族

炭化水素（PAHs）の長距離輸送と沈着の解析を目的として開発されたものであり、様々な排出源から

の寄与を定量的に評価することが可能である（Inomata et al., 2017）。 

このインベントリの特徴として、燃焼プロセスを中心とした排出源の詳細な分類と、それに基づく

排出量の推定が行われている点が挙げられる。具体的には、石炭、石油、天然ガスなどの化石燃料の

燃焼、自動車排出、産業排出、家庭でのバイオマス燃焼（薪、農業残渣）、および廃棄物焼却などの主

要な PAHs 排出源を詳細に分類し、それぞれの排出寄与を算出している。このような詳細な分類によ

り、都市域や工業地域における局所的な排出と、農村地域や森林火災などの広域的な排出の双方を考

慮することが可能となっている。 

この排出データは、CMAQ モデルの計算に適用するため、空間解像度を調整し、モデルのグリッド

に適合させる処理が行われた。具体的には、猪俣ら（2017）のインベントリでは、0.5°×0.5°の解像

度で排出量を提供しているが、本研究では CMAQ のシミュレーション領域に適応するために、排出デ

ータを 27 km 解像度の格子にリサンプリングしている。さらに、月ごとの排出データを用いること

で、季節変動を考慮した PAHs の輸送・沈着シミュレーションが可能となった。 

CMAQ における排出データの適用に際しては、大気輸送モデルとの整合性を確保するため、WRF

（Weather Research and Forecasting）モデルによる気象場の補正を加えた上で、排出フラックスの補正が

行われた。この補正は、地表面風速や混合層高度などの気象要因を考慮し、実際の排出がどの程度大

気中に拡散するかを再現するために不可欠な処理である。また、CMAQ に実装された乾性沈着および

湿性沈着スキームに適用するために、ガス相および粒子相の排出成分の比率を考慮した処理が行われ

た。 

猪俣ら（2017）の排出インベントリを適用することで、CMAQ のシミュレーションでは、東アジア

域における PAHs の挙動をもとにした POPs の排出・輸送・沈着の時空間変動を詳細に解析することが

可能となった。特に、乾性沈着と湿性沈着の相対的な寄与、および異なる排出源からの寄与を評価す

る。本研究では、CMAQ を用いて、POPs の都市域での挙動を解析し、その結果を全球スケールの
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CHASER モデルの結果と比較することで、異なる空間スケールにおける POPs の輸送と沈着のメカニ

ズムを明らかにすることを目的とした。CMAQ の利点として、高い空間解像度を持ち、都市スケール

の汚染物質の分布を詳細に解析できる点が挙げられる。しかし、全球スケールでの長距離輸送を解析

するには適しておらず、広範囲の大気輸送過程を評価するためには、全球スケールのモデルと比較す

る必要がある。そのため、本研究では CMAQ の結果と CHASER のシミュレーション結果を比較し、

それぞれのモデルが POPs の輸送プロセスをどのように再現するか 2010 年の過去の濃度分布において

評価した。 

 

i-2.2 CHASER の概要と計算手法 

 CHASER（Chemical Atmospheric General Circulation Model for Studies of Atmospheric Environment and 

Radiative Forcing）は、全球スケールの大気化学輸送モデルであり、MIROC（Model for Interdisciplinary 

Research on Climate）の一部として開発された（Sekiya et al., 2018）。CHASER は、大気化学過程、大気

輸送、気候変動の相互作用を考慮しながら、全球スケールの汚染物質の輸送と変質を解析することを

目的としている。このモデルは、窒素酸化物（NOx）、二酸化硫黄（SO₂）、揮発性有機化合物

（VOCs）などの汚染物質の化学反応を詳細に考慮し、オゾンや硝酸塩の生成過程を再現するための化

学スキームが導入されている。 

CHASER は、全球スケールでの沈着プロセスを詳細に解析するために、湿性沈着と乾性沈着のプロ

セスを考慮している。湿性沈着は降水による洗浄効果を通じて物質が除去されるプロセスであり、乾

性沈着は地表や植生への直接的な吸着を通じて物質が取り除かれるプロセスである（Sekiya et al., 

2018）。また、CHASER は、大気中の粒子状物質（SPM）との相互作用を考慮し、エアロゾルへの取り

込みや沈着プロセスをシミュレーションすることが可能である。 

本研究では、CHASER のシミュレーションのために、EDGAR の SPM のインベントリを基とし、

UV-328 への寄与が少ないと思われる項目を修正している。詳細は下記のとおりである。 

本研究では、CHASER モデルを用いた UV-328 の輸送と沈着の解析に際し、排出源として適切なイン

ベントリカテゴリーを選定した。UV-328 は、紫外線吸収剤として広く利用されており、主にプラスチ

ック製品、塗料、コーティング剤に含まれる。そのため、環境中での排出経路としては、製品の劣

化、使用過程での放出、廃棄物処理時の排出など、多様なプロセスが関与している。本研究では、UV-

328 の排出源をより現実的に評価するために、以下のカテゴリーを選定した。 

 

・道路輸送（Road transportation no resuspension / Road transportation resuspension） 

UV-328 は、自動車の塗装やプラスチック部品の劣化、タイヤの摩耗により、大気中に放出される可

能性がある。自動車の外装塗装には紫外線による劣化を防ぐ目的で UV-328 が使用されているため、時

間の経過とともに塗膜の摩耗や微粒子の放出が発生する。また、車内のプラスチック部品（ダッシュ

ボードや内装部品など）にも UV-328 が添加されており、温度変化や機械的摩耗によって微細な粒子と

して環境中に放出される可能性がある。さらに、タイヤには耐候性を向上させるために UV-328 が含ま

れている場合があり、走行時の摩耗によって細かいゴム粒子とともに排出される。これらの排出メカ

ニズムを考慮し、本研究では、道路輸送に関連する 2 つのカテゴリーを採用した。 
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「Road transportation no resuspension」は、自動車そのものからの UV-328 排出に着目したカテゴリー

であり、塗装の劣化や部品の摩耗が主な排出経路である。一方で、「Road transportation resuspension」

は、走行による路面の巻き上げによって UV-328 が再浮遊する可能性を考慮したカテゴリーであり、既

に環境中に沈着した UV-328 が再び大気中へ移動するプロセスを含んでいる。 

 

・化学産業（Chemical processes） 

UV-328 は、化学工業において紫外線吸収剤としてプラスチック添加剤や塗料の成分として製造され

るため、その生産過程において環境中への排出が発生する可能性がある。具体的には、化学製品の合

成・加工・混合の過程で、微細な粒子が工場の換気システムを通じて外部へ排出されることが考えら

れる。また、製造中に廃棄される未使用原料や副産物に含まれる UV-328 が、大気や水系に漏出する可

能性もある。このような点を考慮し、化学製造プロセスを含む「Chemical processes」カテゴリーを選

定した。 

 

・溶剤および製品使用（Solvents and products use） 

UV-328 は、塗料やプラスチック製品の使用中に環境中へ放出される可能性がある。例えば、UV-328

を含む塗料は、自動車、建築材料、電気・電子機器、家具などに使用されるが、これらの製品が屋外

環境に晒されることで、劣化・摩耗により UV-328 が徐々に放出される。特に、紫外線や気温変化によ

る経年劣化が進むと、塗料やプラスチックの表面から UV-328 が大気中へ蒸発したり、微粒子として剥

離することがある。このような製品使用中の排出を考慮し、「Solvents and products use」を排出インベ

ントリに含めた。 

 

・固形廃棄物埋立（Solid waste landfills） 

使用済みのプラスチック製品やコーティング材を含む廃棄物が埋立処理される際に、UV-328 が環境

中に放出される可能性がある。プラスチック製品の分解が進行すると、埋立地内で微細なプラスチッ

ク粒子が生成され、それに伴って UV-328 が徐々に大気中や土壌へ移動することが考えられる。また、

埋立地では、降水によって UV-328 が溶出し、地下水や周辺環境に拡散する可能性もある。特に、高

温・高湿度の条件下では、UV-328 の揮発や移動が加速するため、長期的な環境影響を考慮する必要が

ある。本研究では、このような埋立地からの排出を評価するために、「Solid waste landfills」カテゴリー

を選定した。 

 

・固形廃棄物焼却（Solid waste incineration） 

UV-328 を含むプラスチック製品や塗料は、廃棄物処理の過程で焼却されることが多い。焼却処理中

に高温環境下で分解が進むと、一部の UV-328 がガス相へ移行し、大気中へ放出される可能性がある。

特に、不完全燃焼が発生した場合、UV-328 の完全分解が達成されず、粒子状または気体状の形で排出

されることが考えられる。さらに、焼却灰や飛灰に UV-328 の残留が確認される可能性もあるため、大

気への排出のみならず、二次的な環境への影響も懸念される。このような排出経路を考慮し、本研究

では「Solid waste incineration」カテゴリーを選定した。 

これにより、CHASER のシミュレーションでは、全球スケールの排出特性を考慮しながら、POPs の長
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距離輸送の影響を評価することが可能となった。本研究では、大気中の濃度分布の他、2018 年の大気測

定データを用いて、SPM 中の UV-328 の濃度を求め、それに基づいて沈着フラックス（µg/m²/day）を算

出した。沈着フラックスの算出には、大気中の SPM の質量濃度、UV-328 の粒子への分配比、降水量、

沈着速度などのパラメータを考慮した。特に、UV-328 の粒子分配比については、過去の研究で報告され

ている数値を参考にしながら、気温や相対湿度の影響を考慮し、粒径ごとの沈着挙動を推定した。 

CHASER の利点は、全球スケールでの大気輸送を評価できる点にあり、長距離輸送の影響や大気化

学反応を伴う POPs の変質プロセスを詳細に解析できることである。しかし、都市スケールの局所的な

大気質を解析するには解像度が十分ではなく、都市レベルの大気汚染解析には適していない。そのた

め、本研究では、CHASER と CMAQ のシミュレーション結果を比較し、それぞれのモデルが POPs の

輸送と沈着をどのように異なる視点から捉えているかを評価した。 

 

ii. ホットスポットに係る文献調査 

本研究では、メトキシクロル、UV-328、デクロランプラスの 3 物質に焦点を当て、それらの環境中

での残存性や分解特性に関する文献調査を実施した。特に、これらの化学物質が本当に環境中で分解

されないのかを明らかにするために、光分解性、加水分解性、生物分解性の観点から過去の実験デー

タや研究成果を収集し、評価を行った。また、これらの物質がホットスポットを形成する可能性につ

いて、既存の研究や政府機関の報告書を基に、北欧や極域以外の地域にも分布する可能性があるかを

検討した。そのため、文献レビューを通じて、特定地域における POPs（Persistent Organic Pollutants）

の濃縮傾向や、環境条件との関連性を評価することを目的とした。 

メトキシクロル、UV-328、デクロランプラスの 3 物質が環境中で分解されるかどうかを評価するた

めに、光分解性（Photodegradation）、加水分解性（Hydrolysis）、生物分解性（Biodegradation）３つの観

点から、過去の研究を調査した。環境中の化学物質の運命は、これらの分解過程によって大きく左右

されるため、それぞれの分解プロセスについて、室内実験やフィールド観測に基づいた研究結果をレ

ビューし、総合的な評価を行った。 

光分解性に関しては、これらの化学物質が太陽光の紫外線照射を受けた際の分解挙動を調べるため

に、過去の室内実験のデータを収集した。特に、UV-328 は紫外線吸収剤であるため、光による分解が

抑制される可能性があり、他の物質と比較して光分解されにくいのかを明らかにするための研究を重

点的にレビューした。メトキシクロルやデクロランプラスについても、それぞれの化学構造が光分解

に対してどの程度の耐性を示すのかを評価するために、室内光分解実験の結果を収集し、自然環境下

での光分解速度との比較を行った。 

加水分解性については、これらの物質が水環境中でどの程度分解するのかを評価するために、過去

の水中分解試験の結果を調査した。加水分解は、水の pH や温度に大きく依存するため、さまざまな環

境条件下での分解速度に関する研究を集め、特に淡水・海水環境での違いについても評価を行った。

また、UV-328 やデクロランプラスが親油性の特性を持つことから、加水分解が起こりにくい可能性が

あると考えられ、それを裏付ける実験結果があるかどうかを重点的に調査した。 

生物分解性については、微生物による分解の可能性を評価するために、土壌環境や水環境中の微生

物分解試験に関する研究を収集した。POPs は一般的に微生物による分解が遅いため、これらの物質が

土壌中や堆積物中で長期間残存する可能性があるかどうかを評価するために、好気的および嫌気的条
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件下での分解試験の結果を比較した。また、分解に関与する微生物の種類や、特定の微生物群がこれ

らの物質を分解できるかについても調査し、環境中での分解ポテンシャルを考察した。 

 

さらに、メトキシクロル、UV-328、デクロランプラスは、環境中で長期間残存する可能性があるこ

とから、特定の地域に高濃度で蓄積する「ホットスポット」が形成される可能性がある。本研究で

は、これらの物質が北欧や極域以外の地域にもホットスポットを形成する可能性を評価するために、

既存の研究論文や政府の報告書のレビューを行った。特に、日本国立環境研究所（NITE）や欧州化学

物質庁（ECHA）、米国環境保護庁（EPA）などの政府機関が発表した報告書を調査し、過去の観測デ

ータやモニタリングデータの中に、これらの物質が高濃度で検出された事例があるかどうかを確認し

た。 

ホットスポットの形成には、物質の物理化学的特性（揮発性、親水性・親油性、沈着特性）や、気

象・地形的要因（風向、降水量、気温、地形など）が大きく関与する。既存の研究では、POPs の長距

離輸送の結果として北極圏や北欧の寒冷地での濃縮が報告されているが、本研究では、それらの地域

以外にも高濃度に蓄積する可能性がある地域を特定することを目的とした。特に、熱帯地域や沿岸都

市部、産業排出の多い地域において、これらの物質が局所的に蓄積する可能性を示唆する研究をレビ

ューした。 

また、POPs は一般的に低温環境で分解が遅くなるため、従来は北極圏などの寒冷地域がホットスポ

ットとなることが多く報告されてきた。しかし、近年の研究では、都市部や工業地帯、特定の生態系

（湖沼、湿地、沿岸域）においても POPs の蓄積が確認されており、これらの地域が新たなホットスポ

ットの候補として浮上している。そのため、本研究では、都市部での PAHs やプラスチック由来の汚染

に関する論文や、海洋汚染に関連する報告書を調査し、メトキシクロル、UV-328、デクロランプラス

がそれらの環境中にどの程度蓄積する可能性があるのかを検討した。 

特に、UV-328 はプラスチックの添加剤として使用されることから、プラスチックごみの多い地域

（沿岸部や海洋流入域）での蓄積が懸念される。また、デクロランプラスは難燃剤として広く利用さ

れており、電子廃棄物処理場や焼却施設の周辺での濃縮が起こる可能性が指摘されている。メトキシ

クロルは農薬として使用されていた過去があり、農業地域の土壌や水系に蓄積する可能性がある。こ

れらの観点を基に、ホットスポットの形成に関する既存の研究を総合的に評価し、特定の地域におけ

る高濃度蓄積の可能性を検討した。 

 

 

iii. 低緯度から運搬された POPs 等の捕集および濃度等の測定 

 

iii-1. 低緯度から運搬された POPs の捕集地点としての波照間の選定理由 

本研究では、低緯度地域から運搬される POPs の捕集地点として、波照間島を選定した。波照間島は、

日本最南端の有人島であり、北緯 24 度に位置する。その地理的特性から、大気輸送による POPs の移動

を捉えるのに適した観測地点であると考えられる。本章では、波照間島を選定した理由について、気象

学的条件、周辺環境の特性、大気輸送経路の影響、既存の観測データを基に詳しく説明する。 

波照間島は、東アジアから東南アジアにかけての広範な地域からの大気輸送を受ける位置にある。特
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POPs の捕集方法について 

 本研究では、大気中の POPs の正確な定量分析を行うために、捕集後の試料に対して適切な前処理を

実施した。特に、試料の清浄化および POPs の効率的な抽出を目的として、アセトン洗浄処理を行い、

その後ソックスレー抽出法を用いて POPs を試料から回収した (図 2)。 

捕集に使用した石英繊維フィルタ、ポリウレタンフォーム（PUF）、活性炭素繊維フェルトなどのろ過・

吸着材は、測定前にアセトンによる洗浄処理を実施した。この洗浄処理は、事前に吸着材に含まれる可

能性のある有機不純物を除去し、バックグラウンドノイズを低減するために不可欠である。特に、PUF

や XAD 樹脂といった吸着材は、製造過程で微量の有機化合物を含んでいる場合があるため、分析の精

度を向上させるために、適切な洗浄を行う必要がある。アセトンは、極性・非極性両方の汚染物質を除

去できるため、試料の前処理に広く用いられている。捕集量は、補正後の値が 1000 L/m3 となるように

制御し、柴田のハイボリウムエアサンプラー(HV-RW 型)を用いた。 

 

 
 

図 2．POPs 捕集フィルタ―の前処理方法 



 
 

14 
 
 

SPM の捕集方法について 

 本研究では、大気中の SPM（浮遊粒子状物質）に含まれる重金属成分を正確に測定するために、柴田

科学製の分粒装置を備えたハイボリウムエアサンプラー（HV-500）を用いて捕集を実施した。HV-500 は、

高流量での長時間サンプリングが可能であり、安定した試料捕集を行うことができる。本研究では、24

時間連続捕集を行い、大気中の SPM の粒径別組成を評価した。 

捕集には、柴田科学製の分粒装置を用いた。この装置は、異なる粒径の粒子を分離できるため、SPM

に含まれる重金属を選択的に捕集することが可能である。特に、SPM は UV-328 と挙動が類似している

ことが報告されているため、その詳細な捕集と分析が必要不可欠である。 

捕集作業は、HV-500 を用いて 24 時間連続で行い、一定の流量（約 500L/min）を維持しながら大気を

吸引した。捕集材には PTFE（ポリテトラフルオロエチレン）フィルタを使用した。PTFE フィルタは、

化学的に安定であり、微細粒子の捕集効率が高いことから、重金属の分析に適している。 

 

iii-3. 分析方法 

 

iii-3.1. POPs の濃度定量方法 

 

 以下に、POPs 精製の手順を示す (図 3、４)。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3．デクロランプラス、メトキシクロルの精製方法 
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デクロランプラス、メトキシクロルについては、Thermo Fisher Scientific 製 ガスクロマトグラフ－質

量分析計を用い、UV-328 については、Nexera X2 （島津製作所）と LCMS-8060 （島津製作所）を組み

合わせて測定した。 

 デクロランプラスとメトキシクロルは、揮発性の低い有機塩素系化合物であり、ガスクロマトグラフ

質量分析法（GC-MS）による測定が適している。そのため、本研究では、Thermo Fisher Scientific 製の

GC-MS を用い、カラム分離による高精度な定量分析を実施した。 

まず、試料の前処理としてソックスレー抽出を行い、アセトン-ヘキサン混合溶媒を用いて POPs を試

料から抽出した。その後、ロータリーエバポレーターを用いて抽出液を濃縮し、硫酸処理およびシリカ

ゲルカラム精製を実施して不純物を除去した。精製後の試料を、窒素ガス下でさらに濃縮し、n-ヘキサ

ンを添加して分析用溶液を調整した。分析は、分離能の高い極性キャピラリーカラムを用いて GC によ

り試料成分を分離し、その後、質量分析計（MS）により選択イオンモニタリング（SIM）法を用いて各

化合物を定量した。カラムには、DB-5ms（長さ 30 m、内径 0.25 mm、膜厚 0.25 µm）を使用し、キャリ

アガスとして高純度ヘリウムを用いた。カラム温度プログラムは、初期温度 80℃から、10℃/min の速度

で 300℃まで昇温し、最終温度を 5 分間保持する設定とした。 

UV-328 は、芳香族アミン構造を持つ紫外線吸収剤であり、ガスクロマトグラフィーではなく液体クロ

マトグラフィー（LC）による測定が適している。そのため、本研究では、Nexera X2（島津製作所製の高

速液体クロマトグラフ）と、LCMS-8060（島津製作所製の三重四重極型質量分析計）を組み合わせた LC-

MS/MS による分析を行った。 

 

〔LC 部〕 高速液体クロマトグラフィー（LC）条件 

本研究では、逆相クロマトグラフィー（Reverse Phase Chromatography）を採用し、UV-328 を高効率に

分離するために InertSustain C18 カラム（15 cm × 2.1 mm ID、3 µm, GL サイエンス製）を用いた。この

カラムは、親油性の高い化合物の分離に適しており、UV-328 の保持時間を安定させ、シャープなピーク

を得ることが可能である。 

移動相として、5mM 酢酸アンモニウム/メタノール（5/95, v/v）を使用し、適度なイオン化効率と分離

図 4．UV-328 の精製方法 



 
 

16 
 
 

能を確保した。酢酸アンモニウムは、UV-328 の負イオン化を助け、LC-MS/MS での感度を向上させる役

割を果たす。移動相の流速は 0.2 mL/min に設定し、分離効率を最適化した。 

カラム温度は 40 ℃に設定し、安定した保持時間と再現性の確保を図った。さらに、試料の導入量は

10 µL に設定し、UV-328 の適切なピーク形状を維持するとともに、定量の直線性を向上させた。 

 

〔MS 部〕 質量分析計（MS）条件 

UV-328 の測定には、**三重四重極型質量分析計（LCMS-8060, 島津製作所）**を用いた。本装置は、

高感度かつ高速分析が可能であり、UV-328 の微量定量に適している。**イオン化法にはエレクトロスプ

レーイオン化（ESI）を採用し、負イオンモード（ESI negative）**で測定を行った。負イオン化を選択し

た理由は、UV-328 が負イオン状態で高いイオン化効率を示すためであり、これにより感度を向上させ

た。また、インターフェース温度は 300 ℃、デソルベーションライン（DL）温度は 250 ℃、ヒートブ

ロック温度は 400 ℃ に設定し、最適なイオン化条件を維持した。これにより、測定の再現性を向上さ

せ、試料マトリックスによる干渉を最小限に抑えた。 

 

塩素系の農薬については図 5 に示すとおり、精製を行った。 

 

 

 

 

 

図 5．塩素系農薬類の POPs の精製方法 
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  本研究では、塩素系農薬類の正確な定量分析を行うため、ガスクロマトグラフ－質量分析計（GC-MS）

を用いた。特に、精度の高い定量を実施するために、Waters/MICROMASS 製 AutoSpec – Ultima および

Thermo Fisher Scientific 製 DFS の 2 種類の GC-MS を使用し、以下の測定条件に従って分析を行った。 

 

Waters/MICROMASS 製 AutoSpec – Ultima を用いた測定 

AutoSpec – Ultima（Waters/MICROMASS 製 高分解能ガスクロマトグラフ－質量分析計）は、塩素系農

薬の精密な分離と高分解能分析を可能にする装置である。GC 部には Agilent Technologies HP-6890 を使

用し、試料の分離を行った。 

 

〔GC 部〕 ガスクロマトグラフ条件 

本研究では、塩素系農薬類の分離に適した**DB-17HT（Agilent Technologies/J&W製）の fused silica capillary 

column（30 m × 0.32 mm ID, 0.15 μm）**を使用した。このカラムは、塩素系農薬の保持時間を安定さ

せ、ピーク分離能を向上させるために選択された。 

 

〔MS 部〕 質量分析計条件 

質量分析には、EI（電子イオン化）法を採用し、イオン化電圧を 35 eV に設定した。イオン化電流は 600 

µA とし、安定したイオン化を実現した。また、加速電圧は 8 kV に設定し、高感度な検出を可能にした。 

温度条件は、イオン源温度 300℃、インターフェース温度 300℃に設定し、試料の揮発性成分を適切に

イオン化し、カラムから MS へのスムーズな導入を確保した。分解能は 10,000 以上（10% valley）とし、

高精度な定量分析を可能にした。 

 

Thermo Fisher Scientific 製 DFS を用いた測定 

本研究では、Thermo Fisher Scientific 製 DFS（高分解能ガスクロマトグラフ－質量分析計）を用いて、塩

素系農薬類の定量を行った。GC 部には Thermo Fisher Scientific TRACE1310 を使用し、試料の分離と分

析を行った。 

 

〔GC 部〕 ガスクロマトグラフ条件 

GC 部では、塩素系農薬類の効率的な分離のために DB-5MS（Agilent Technologies/J&W 製） fused silica 

capillary column を使用した。このカラムは、非極性の固定相を持ち、塩素系農薬類の分離能が高いため、

選択された。 

 

本研究では、DFS を用いた測定条件の詳細については、AutoSpec – Ultima と同様の温度プログラム

を採用し、注入量、カラム温度プログラム、分解能の最適化を行った。DFS は、高分解能 MS を搭載し

ており、環境試料中の微量成分の定量に適しているため、塩素系農薬類の高精度な定量に使用した。 
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iii-3.2. 重金属の濃度定量方法 

誘導結合プラズマ質量分析法 (ICP-MS) 

 本研究では、エアロゾル粒子中の重金属を測定するために、酸分解による試料の溶液化を行い、その

後 ICP-MS（誘導結合プラズマ質量分析計）を用いた定量分析を実施した。 

まず、試料の溶液化を目的として、硝酸、塩酸、フッ化水素酸を用いた酸分解を行った。これにより、

エアロゾル粒子を完全に分解し、ICP-MS で測定可能な液体試料とした。溶液試料については、測定の

ダイナミックレンジ内に適合させるために適切な希釈を施し、最適な濃度に調整した。 

測定の過程では、試料溶液をネブライザー（霧化器）によりミスト状に変換し、キャリアガスである

アルゴンとともにプラズマ源へ導入した。ICP（誘導結合プラズマ）は、高周波電磁場によって生成され

る高温のアルゴンプラズマであり、この中で試料中の成分が効率的にイオン化された。イオン化された

試料は、サンプルコーンおよびスキマーコーンを通過し、高真空の質量分析部へ移動した。 

質量分析には、四重極質量分析計（QMS）、飛行時間型質量分析計（TOF-MS）、または磁場型質量分

析計（Sector Field MS）を用い、質量電荷比（m/z）に基づいて各元素のイオンを分離・検出した。測定

では、標準試料を用いて検量線を作成し、未知試料の濃度を定量した。また、マトリックス効果や信号

変動を補正するために、内標準元素を添加し、測定の精度を向上させた。 

さらに、測定精度を向上させるために、コリジョンセルやリアクションセルを利用し、同重体干渉や

多原子イオン干渉を低減する処理を施した。取得した測定データは、バックグラウンド補正およびピー

ク積分を実施し、元素ごとの濃度を算出した。最終的に、測定の精度を確認しながら、目的とする元素

の濃度分布や試料特性の解析を行った。 

 

iii-3.3. 化学種の同定方法 (放射光実験/X 線吸収微細構造解析) 

 X 線吸収微細構造（XAFS）の電子収量法（Total Electron Yield, TEY 法）の測定手順について説明す

る。実験は、高エネルギー加速器研究機構で行った。実験方法として特定の元素の吸収端に対応する

X 線のエネルギー範囲を設定する。X 線モノクロメーターを調整し、X 線のエネルギーを連続的に変

化させながら試料に照射する。試料は導電性のあるものを使用するか、絶縁体の場合は導電コーティ

ングを施し、電荷蓄積を防ぐ処理を行う。試料を真空チャンバー内にセットし、試料表面が X 線ビー

ムに対して適切な角度で配置されるように調整する。TEY 法では、X 線の吸収によって放出されたオ

ージェ電子や二次電子の総数を測定するため、試料表面の電子放出を高感度で検出できる環境を整え

る必要がある。測定は、試料表面の電子放出による電流変化を検出する方法で行い、試料を接地しな

がら、流出する電子電流（TEY 信号）を電流計で測定する。試料電流の測定は、試料ホルダーと電流

計を接続することで行う。X 線のエネルギーを吸収端付近で変化させながら、試料電流を記録し、得

られた信号を X 線のエネルギーに対してプロットすることで、XAFS スペクトルを取得する。スペク

トルのノイズ低減のために、複数回の測定を行い、データを平均化する。絶縁体試料の場合、電荷蓄

積の影響を抑えるために、低エネルギー電子銃を使用し、試料表面を中和しながら測定する。測定

後、取得したスペクトルのバックグラウンド補正や正規化を行い、エネルギー依存性を解析する。こ

れにより、試料表面の局所構造や化学状態を明らかにする。これらの手法では、エアロゾルの表面の

化学種の同定に適用することが可能である。 
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iii-3.4. 微生物解析の DNA 抽出・解析方法 

サンプリング地点は、沖縄県八重山郡竹富町波照間島にて 2 試料採取した。1 つは、波照間島の東側

にある波照間ステーション近辺の表層の土を採取した。もう 1 つは、波照間島の西側にあるウラピナ

浜付近の表層の土を採取した。波照間ステーション近辺の土はサンゴの死骸が混ざっているような状

態であった。 

2 つの土試料から DNeasy PowerSoil Pro Kit(QIAGEN)を用いて DNA 抽出を行った。得られた DNA 抽

出物を PCR 反応により増幅を行った。その際、プライマーは Univ530F、Univ907R を用いた。PCR 反

応後、2%アガロースゲルを用いて電気泳動を行い、目的の配列の長さになっているかを確認した。そ

の後、溶液の調整を行い、Flongle (Oxford Nanopore Technologies)を使用し解析を行った。得られたデー

タは、Emu で解析を行い、SILVA のデータベースを参考にした。 
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４．結果・考察 

i. 優先的な評価が求められる新規 POPs の抽出、多媒体モデルの試行とインベントリーの構築、 

モデルによる濃度の算出 

 

i-1. 優先的な評価が求められる新規 POPs の抽出  

 POPs の環境影響を評価する上で、各化学物質の用途と排出経路を明確にすることが重要である。本

研究では、各物質の主要な用途と、それに伴う環境中への排出経路を比較した。 

デクロランプラスは主に難燃剤として利用されており、電気・電子製品、建築材料、自動車部品な

どに添加される。この化学物質は高温環境下でも安定性が高く、製品の長寿命化に貢献している。し

かし、その耐熱性の高さが環境中での分解の遅さにもつながっており、一度環境に放出されると長期

間残存する可能性が指摘されている（Venier et al., 2018）。デクロランプラスの主な排出経路は、製造工

程や製品の使用中ではなく、廃棄後のリサイクル処理や廃棄物焼却の段階である。この際、微細な粒

子とともに大気中へ拡散する可能性があるが、環境中では主に固体表面や土壌への吸着が支配的であ

り、SPM との結びつきはそれほど強くないと推定される。 

メトキシクロルは、かつて農薬（殺虫剤）として広く利用されていた化学物質であり、その化学的

特性は DDT に類似している。特に、農地での散布後に水路を通じて河川や湖沼へと移動し、水生生物

や堆積物中に蓄積する可能性が高いと考えられている（ATSDR, 2002）。メトキシクロルは水溶性が

DDT よりも高く、大気中よりも水圏での残留が問題視されている。そのため、長距離輸送の主要な経

路としては、大気よりも水系を介した拡散が支配的であるとされる（Muir and Howard, 2006）。また、

大気中に放出された場合でも、その主な存在形態は気相であり、SPM に強く吸着する傾向は低いと考

えられる。 

これに対し、UV-328 は紫外線吸収剤としてプラスチック、塗料、コーティング剤などに広く使用さ

れいる。特に、屋外で使用される耐候性プラスチック製品や自動車の外装塗装、電子機器のハウジン

グなどに多く含まれている（Kameda et al., 2011）。UV-328 の環境中への排出は、製品の使用中だけで

なく、劣化や摩耗に伴って微細な粒子とともに放出される点が特徴的である。例えば、屋外に曝露さ

れたプラスチックが紫外線や温度変化によって劣化すると、表面に蓄積した UV-328 が微細なプラスチ

ック粒子とともに環境中に放出される可能性がある。特に、大気中に放出された場合、UV-328 は水に

対する溶解度が低く、疎水性が高いため、気相よりも SPM と強く結合しやすい（Odabasi and Cetin, 

2012）。これにより、UV-328 はエアロゾル粒子と結合した状態で大気中を輸送され、長距離にわたっ

て移動する可能性がある。 

これらの特性を総合すると、デクロランプラスとメトキシクロルはそれぞれ固体廃棄物や水系を主

要な移動経路とするのに対し、UV-328 は大気中での粒子相移行が顕著であり、SPM との親和性が高い

ことが分かる。このような特性を踏まえ、本研究では新規 POPs の中から UV-328 を優先的に評価する

こととした。 

 

 

 

  



 
 

21 
 
 

i-2. 化学物質輸送多媒体モデルによる濃度の算出 

 

i-2.1. CMAQ モデルの結果 

 

  図 6 に、CMAQ モデルによる月平均の濃度分布を示す。図は北半球の月別平均の濃度分布の SPM

をトレーサーとした UV-328 の濃度を示している。その結果、冬季においては、アジアやアフリカ方

面で高濃度の領域が発生している。ただ今回は CMAQ 計算においては、バイオマス燃焼の影響を削

除していないため、それらの影響が反映されていると考えられる。アメリカについては、初夏から

11 月にかけて 1 ～5 ug/m3 の濃度が算出された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6．CMAQ による月平均の SPM 濃度の分布 
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図 7 に CMAQ モデルによる年平均の濃度分布を示す。図は北半球の年平均の濃度分布の SPM をトレ

ーサーとした UV-328 の濃度を示している。年平均においても、アフリカ、アジアの赤道付近にホット

スポットが発生している。本モデルにおいては、大気中濃度のホットスポットが示されているため、こ

れが沈着した後に再揮発することで、先行研究で報告されているように北欧等の極域付近に堆積物にお

けるホットスポットが形成されると考えられる。よって SPM 等の粒子に付着し、移動する POPs につい

ては、堆積物のホットスポットだけではなく、排出源の大気中の濃度についても着目していくことが重

要であることが示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 

図 7．CMAQ による年平均の SPM 濃度の分布 
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i-2.1. CHASER モデルの結果 

i-2.1.1 評価対象年の選定理由 

  本研究では、大気中の UV-328 の濃度変動を評価するにあたり、1970 年、2008 年、2018 年のデータを

対象として解析を行った。この選定は、排出インベントリの結果を基に、排出源の変遷を考慮したもの

である。特に、UV-328 が極域や北欧、チベット高原などに難分解性物質として蓄積する特性を持つこと

を踏まえ、排出量の長期的な変動を評価する必要があるため、1970 年からの排出量推移を考慮すること

が適切であると判断した。 

1970 年から 2007 年にかけて、排出源の中心は日本と北欧に集中していた。この時期は、産業の発展

とともに、プラスチック製品の生産と使用が増加し、UV-328 を含む添加剤の環境中排出が増加した時期

にあたる。このため、当該期間の排出量が、現在の北欧や極域における UV-328 の蓄積にどの程度寄与

しているのかを評価することが重要である。 

2008 年以降になると、排出源が東アジア（特に北京）、南米東部、北欧、米国東海岸へと拡大する傾

向がみられた。この変化は、経済成長に伴うプラスチック製品の大量生産と消費の増加、および環境規

制の違いによる地域間の排出量の変動を反映している。特に、東アジアにおける急激な経済成長と工業

化は、UV-328 を含む化学物質の排出を増加させたと考えられる。 

2018年から2022年にかけては、排出量が特に目立つ地域として北京付近とブラジル東部が挙げられ、

米国東海岸でも一定の排出が継続していることが確認された。この期間において、東アジアおよび南米

における産業活動の影響がさらに顕著になり、UV-328 の排出パターンにも大きな変化が見られた。 

UV-328 は、その難分解性と高い環境残存性により、長距離輸送され極域や高地地域（北欧、チベット

など）に蓄積する性質を持つ。このため、排出量の歴史的変遷を考慮しながら、1970 年からの長期間に

わたる排出動向を解析することが、UV-328 の蓄積メカニズムの理解に不可欠である。特に、1970 年以

降の排出量の変化が、現在の高緯度・高地地域の環境濃度にどのように影響しているかを明らかにする

ことが、本研究の目的の一つである。 

以上の理由から、本研究では 1970 年、2008 年、2018 年を代表年として選定し、排出源の変遷を考慮

しながら UV-328 の大気中の濃度分布および、沈着フラックスを算定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

24 
 
 

i-2.1.2 全球規模における大気中濃度の推移 

 

全球規模における大気中濃度の推移 1970、2008、2018 年の (CHASER)の結果を図 8 に示す。 

<1970> 

 
<2008> 
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<2018> 

 

  本研究では、2018 年における大気中の SPM（浮遊粒子状物質）由来の UV-328 の沈着フラックスを

算出し、その挙動を評価した。UV-328 は、主にプラスチック製品や塗料の添加剤として使用される化学

物質であり、大気中に放出された後、エアロゾル粒子に吸着しながら長距離輸送される可能性が高い。

そのため、大気中の UV-328 の動態を理解するためには、エアロゾル中の濃度だけでなく、それがどの

程度地表へ沈着するかを評価することが重要である。 

UV-328 は、大気中でガス状と粒子状の両形態で存在するが、本研究では特に SPM（粒子状物質）に

吸着した UV-328 の沈着フラックスに着目し、その影響を解析した。SPM に付着した UV-328 は、重力

沈降、降水による湿性沈着、乾性沈着などのプロセスを経て地表に到達する。これらのプロセスは、気

象条件や地理的要因によって大きく変動するため、沈着フラックスの定量化は UV-328 の環境中での挙

動を評価する上で不可欠である。 

図 8．1970 年、2008 年、2018 年の全球規模の SPM をトレーサーとした UV-328 の大気中濃度の推移 
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i-2.1.3 全球規模における沈着フラックス分布 

2018 年の沈着フラックス量の相対的な分布を図 9 に示す。 

 
 

 

 

全球における SPM をトレーサーとした UV-328 の濃度分布の経年変化として、各年の推移を検討し

た。1970 年には、ヨーロッパ地域のイギリス、ドイツ周辺を中心に広範囲で SPM（浮遊粒子状物質）が

確認された。特に高濃度が観測されたのは、イギリスやドイツ周辺のヨーロッパ沿岸部であり、スペイ

ン沖では特に高い濃度が記録された。また、日本では東京、兵庫、大阪周辺でも SPM の高濃度が確認さ

れた。2008 年には、SPM の分布がさらに拡大し、ヨーロッパではイギリス、ドイツ、イタリア周辺、ア

ジアでは日本、中国、韓国、インドネシア、インド周辺、南米ではブラジルのリオデジャネイロ周辺や

アルゼンチン南東海岸、アフリカではエジプトのカイロでも確認された。特に、中国の北京、インドネ

シアのジャカルタ、エジプトのカイロでは、高濃度の SPM が検出され、大気汚染の深刻化が見られた。 

2018 年の状況では、SPM の分布地域は 2008 年とほぼ同様であった。しかし、中国の北京、インドネシ

アのジャカルタ、ブラジル、エジプトのカイロを除く地域では、SPM の濃度が低下し、分布面積も縮小

する傾向が確認された。全球的には SPM の濃度が改善傾向にあるものの、一部の都市圏では依然とし

て高濃度の汚染が継続している。高濃度のスポットにおいては、1.2~1.6 µg/m3 の濃度が算出された。特

に、中国北東部においては、0.9 µg/m3 の濃度が広く算出されている。 

この状況を踏まえ、SPM の管理にはライフサイクル全体を考慮した効果的な対策が引き続き重要であ

ることが考えられる。 

図 9．2018 年の全球規模の SPM をトレーサーとした沈着フラックス分布 
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沈着フラックスの状況と大気中分布濃度との違いについては、1970 年は、大気中濃度は欧州・日本が

高いが、沈着フラックスのホットスポットは日本周辺とスペイン東海上で顕著であった。 

2008 年は、大気中濃度は世界的に拡散（北京、ジャカルタ等で高濃度）沈着フラックスも同様に広が

るが、北米東部～五大湖周辺、ブラジル東海岸などで沈着が特に顕著（大気中分布とは異なる）であっ

た。 

2018 年は、大気中の濃度分布地域は 2008 年とほぼ同じだが、沈着フラックスは中国、インドネシア

のジャカルタ、ブラジルなどでより集中し、地域的に限定された高沈着地点がより鮮明化していた。 

このことから、排出源からの寄与と大気輸送後の沈着フラックスの地域差を考慮した管理戦略が必要

であると考えられる。特に工業地域や都市部において高い値を示した。これは、これらの地域でのプラ

スチック製品の使用量や塗料の消費量が多く、UV-328 の大気排出量が増加したことと関連していると

考えられる。また、東アジアや南米東部といった高排出地域では、沈着フラックスが特に高い傾向を示

し、UV-328 の排出源からの移流輸送が大きな影響を与えていることが示唆された。一方で、濃度分布と

比較すると、ヨーロッパにおいても北欧寄りに UV-328 の沈着地域が移動していることが確認されてお

り、大気輸送による影響が確認された。 

 

i-2.1.4  CMAQ と CHASER のモデルの比較結果 

 本研究では、大気中の SPM（浮遊粒子状物質）をトレーサーとした UV-328 の濃度分布を解析するた

めに、CHASER（全球化学輸送モデル）と CMAQ（地域スケール大気質モデル）を用いたシミュレーシ

ョンを実施し、両モデルの結果を比較した。それぞれのモデルは、異なる空間分解能や排出インベント

リ、物理・化学過程の考慮方法を持つため、結果に下記のとおり、違いが見られた。 

 

1. ホットスポット領域の濃度差 

CMAQ の結果では、ホットスポット領域の UV-328 濃度が CHASER の約 3 倍高い値を示す傾向が確

認された。この差異の主な要因として、CMAQ の排出インベントリにおいてバイオマス燃焼由来の影響

が十分に除去されていなかったことが挙げられる。特に、冬季においてアジアやアフリカの一部で高濃

度のホットスポットが形成されており、これらの地域ではバイオマス燃焼が大きく影響している可能性

が高い。一方、CHASER では広域的な拡散の影響が強く、局所的な排出源の影響が CMAQ よりも緩和

されて表れる傾向があった。 

 

2. 大気中の濃度分布の違い 

CHASER の結果では、1970 年、2008 年、2018 年における UV-328 の濃度分布を解析した結果、1970

年はヨーロッパおよび日本周辺が高濃度の排出源として目立ったが、2008 年以降は、東アジア（特に北

京）、南米東部、北欧、米国東海岸へと排出が拡大した。2018 年には、特に北京周辺とブラジル東部で

の排出が顕著であり、局所的な排出が UV-328 の濃度を高める要因となっていた。CMAQ の結果と比較

すると、CHASER では UV-328 の大気中濃度の広域的な拡散が顕著であり、ヨーロッパでは北欧寄りに

濃度が高くなる傾向が確認された。これは、長距離輸送の影響を受けやすい UV-328 の特徴が CHASER

のシミュレーションにより明確に捉えられていることを示している。 
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一方、CMAQ の結果では、特に東アジアおよびアフリカ赤道付近のホットスポットが顕著であり、排

出源周辺での高濃度域が強調される傾向が確認された。米国では、初夏から 11 月にかけて 1～5 µg/m³

の濃度が算出され、局所的な工業活動や都市部でのプラスチック製品使用の影響を強く反映していた。 

 

3. 大気中濃度と沈着の関係 

本研究では、CMAQ のシミュレーションでは沈着フラックスを算出していないが、CHASER の結果

をもとに沈着フラックスの地域分布を評価した。その結果、UV-328 の沈着フラックスは、大気中のホッ

トスポットとは必ずしも一致せず、1970 年では日本周辺やスペイン沖で高い値が算出されたのに対し、

2008 年には沈着が世界的に拡大し、特に北米東部、五大湖周辺、ブラジル東海岸での沈着が顕著であっ

た。2018 年になると、大気中の濃度分布地域は 2008 年と類似していたが、沈着フラックスは中国、ジ

ャカルタ、ブラジルなどに集中し、地域的な高沈着地点がより鮮明に示された。 

このことから、UV-328 の大気中濃度の評価においては、単に排出源付近の濃度を評価するだけでな

く、長距離輸送や沈着フラックスの地域差を考慮した解析が必要であることが示唆された。特に、CMAQ

は局所的な排出源の影響を詳細に評価するのに適しているが、長距離輸送の影響を考慮するためには

CHASER のような全球規模のシミュレーションが不可欠である。 

 

4. 管理戦略への示唆 

以上の比較結果から、局所的な大気濃度の高濃度域と長距離輸送による蓄積地域が必ずしも一致しな

いことが確認された。CMAQ は排出源近傍の濃度を精密に評価できるため、産業地域や都市部での汚染

状況の把握には有用である。一方で、CHASER は長距離輸送を考慮した沈着特性の解析に優れ、北欧や

チベット高原などの遠隔地における UV-328 の蓄積メカニズムを明らかにするために重要である。 

本研究の結果は、UV-328 のように難分解性を持ち長距離輸送される化学物質の管理には、単に排出源

の大気濃度を監視するだけでなく、広域的な大気輸送の影響を考慮する必要があることを示唆している。

特に、北欧や極域などの環境負荷の高い地域への長距離輸送の影響を正確に評価するためには、

CHASER を活用した解析が不可欠である。一方で、CMAQ の排出インベントリにおいてバイオマス燃

焼の影響を適切に補正することが、今後の課題として挙げられる。 

したがって、本研究の結果は、地域的な排出規制や国際的な管理戦略を立案する際に、CMAQ と

CHASER の相補的な活用が有効であることを示している。今後、両モデルを組み合わせた統合的なアプ

ローチを通じて、UV-328 の環境動態の詳細な理解を進め、効果的な環境管理政策の策定に貢献すること

が求められる。 
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ii. ホットスポットに係る文献調査結果 

 本研究では、メトキシクロル、UV-328、デクロランプラスの 3 物質について、環境中での挙動とホ

ットスポット形成の可能性に関する文献調査を実施した。その結果、これらの物質は特定の地域に高

濃度で蓄積する傾向があり、気象条件や地理的要因によってホットスポットが形成される可能性が高

いことが明らかとなった。以下に文献調査の結果、特筆すべき点をまとめた。 

 

・メトキシクロルの加水分解性 

メトキシクロルは加水分解によって分解されるが、分解速度は環境条件に大きく依存する。特に、pH

が高い環境では分解が促進されるが、低 pH 環境では長期間残存する可能性がある（Wong et al., 2021） 

。また、大気中でのモニタリング結果によると、北極圏の Alert 観測所ではメトキシクロルが検出され

たものの、濃度は比較的低く、これは揮発性が低いためと考えられる。 

 

・濃度の季節変動 

POPs の濃度は季節によって変動し、特に夏季に増加する傾向が観測されている（Ren et al., 2019） 

。これは、夏季の気温上昇によって、土壌や水面に蓄積されていた POPs が再放出されるためと考えら

れる。特に、チベット高原では夏季の気温上昇とともに大気中の POPs 濃度が増加することが報告され

ており、この地域が POPs の二次放出源となる可能性が指摘されている。 

 

・気候変動との関係性 

気候変動は POPs の挙動に大きな影響を与えている。地球温暖化の進行により、永久凍土層や氷河が融

解し、これまで閉じ込められていた POPs が環境中に再放出される可能性が高まっている（Liu and 

Chen, 2015）。特に、チベット高原では、温暖化による凍土の融解が、POPs の二次的な排出を引き起こ

すことが示唆されている。 

 

・コールドトラップ効果 

一般に、POPs は寒冷地に輸送されて沈着する「コールドトラップ効果」によって、北極や南極のよう

な低温環境に蓄積されると考えられてきた。しかし、最新の研究では、チベット高原もまたコールド

トラップとして機能し、POPs が沈着・蓄積する可能性があることが報告されている（Ren et al., 2019） 

。この地域では冬季に POPs の沈着が進み、夏季には気温上昇とともに再放出が観察されるという季節

的な変動が確認されていることが分かった。 

 

・チベット高原におけるホットスポット形成 

チベット高原では、南アジアからの長距離輸送（Long-Range Atmospheric Transport, LRAT）の影響を受

けて、特定の化学物質のホットスポットが形成されている（Ren et al., 2019） 

。特に、インドモンスーンによる大気輸送が、夏季の POPs 濃度上昇の主な要因として指摘されてい

る。さらに、冬季には土壌に蓄積された POPs が大気へ再放出されるサイクルが観察されており、チベ

ット高原が POPs の一時的な沈着地であるだけでなく、二次的な放出源としても機能している可能性が

示唆されている（Ren et al., 2019）。 
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・UV-328 とプラスチックの劣化 

UV-328 は主にプラスチックの耐候性向上を目的として添加されるが、時間の経過とともにプラスチ

ックの劣化が進行し、UV-328 が環境中へ放出されることが報告されている（Cabrerizo et al., 2018）。プ

ラスチックの劣化には、以下の 3 つの主要な要因が影響を与える。 

 

－紫外線による劣化（光酸化分解） 

プラスチックが紫外線に曝露されると、光酸化反応が進行し、ポリマーの分解が促進される。この過

程で UV-328 が徐々に放出され、大気中や水中に移行する（Cabrerizo et al., 2018） 

。特に、UV-328 は紫外線を吸収してプラスチックを保護する役割を果たすが、長期間の紫外線曝露に

より、最終的に化学構造が変化し、分解産物を形成することが指摘されている。 

 

－熱劣化 

高温環境では、プラスチックの熱酸化分解が進行し、添加剤として含まれる UV-328 の揮発や溶出が促

進される。特に、都市部や工業地帯では、夏季に高温になることで劣化が加速され、大気中への排出

が増加する可能性がある（Zhu et al., 2015）。 

 

－機械的劣化 

プラスチックが繰り返し物理的な力を受けることで、内部の分子構造が破壊され、微細なクラックが

形成される。この結果、UV-328 の浸出が促進される。例えば、自動車の外装部品や建築資材では、日

常的な摩耗により UV-328 が環境中に放出されるリスクが高まる（Cabrerizo et al., 2018）。 

 

－UV-328 の海洋プラスチック汚染 

UV-328 は、プラスチックの添加剤として使用されるため、海洋プラスチック汚染との関連性が強い。

特に、海洋環境では、UV-328 を含むマイクロプラスチック（MPs）の蓄積が報告されており、海洋生

物への影響が懸念されている（Wong et al., 2021）。 

 

UV-328 は、プラスチックの劣化に伴い環境中へ放出され、特に海洋環境ではマイクロプラスチック

を介して広範囲に分布、海岸に漂着することが明らかとなった。プラスチックの光劣化、熱劣化、機

械的劣化、また気候変動による気温上昇により、UV-328 の溶出が進行し、大気や水環境中への移行が

促進される。特に、海洋プラスチック汚染との関連性が高く、さらに、気象条件の影響により、遠隔

地へ輸送され、ホットスポットを形成する可能性があることがわかった。 

今後の研究では、UV-328 の環境中での動態をより詳細に評価し、海洋プラスチックが漂着した環境

として、陸上への影響も定量的に把握することが求められる。特に、紫外線分解による代謝産物の毒

性や、生態系への長期的な影響についての調査が必要である(Nadal et al., 2015)。 

また、特に気候変動が POPs の環境中での動態や蓄積にどのような影響を与えるかについて文献調査

を行った結果、特に POPs に関するこれまでの研究について詳細なレビュー調査がなされていた Nadal 

et al (2015)の内容を以下のとおり報告する。 
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Climate Change and Environmental Concentrations of POPs: A Review  (Nadal et al., 2015) 

気温の上昇、降水パターンの変化、紫外線量の増加といった要因が、POPs の挙動を大きく左右する

ことが明らかとなった。特に、POPs の長距離輸送、土壌や水環境との相互作用、紫外線による分解、

沈着・再揮発のプロセスにおいて、気候変動の影響が顕著であることが示されている (Nadal et al., 

2015)。 

気温の上昇は POPs の揮発性に直接影響を及ぼし、土壌や水面からの二次的な放出を促進する可能性

がある。POPs は一般に低温環境では土壌や水環境に蓄積しやすいが、気温が上昇すると、過去に沈着

した POPs が再び大気中に放出される。特に、永久凍土が広がる地域では、地球温暖化の影響で凍土が

融解することにより、長期間閉じ込められていた POPs が大気中に再放出される可能性が高い。この現

象は、北極圏やチベット高原といったコールドトラップとされる地域で顕著であり、温暖化の進行と

ともに POPs の分布パターンが変化していることが指摘されている。降水パターンの変化も、POPs の

動態に重要な影響を与える。降水は大気中の POPs を地表に沈着させる役割を果たすため、降水量の増

加は POPs の沈着量の増加につながる。一方で、降水が少ない地域では、大気中に長くとどまることで

広範囲に拡散する可能性がある。気候変動による降水の変動は、特に乾燥地域やモンスーン地域にお

ける POPs の分布を変化させる要因となりうる。また、豪雨や洪水が増加すると、土壌や水系に蓄積さ

れた POPs が一気に移動し、特定の地域でホットスポットを形成する可能性がある。紫外線量の増加

は、POPs の光分解を促進し、環境中の濃度に影響を与える要因の一つとされる。特に、成層圏オゾン

の減少による紫外線量の増加は、POPs の分解速度を加速させる可能性がある。しかし、POPs の化学

構造によっては、紫外線による分解が進みにくいものもあり、すべての POPs が気候変動によって短寿

命化するわけではない。また、紫外線分解によって生成される分解産物の毒性についての研究はまだ

不十分であり、気候変動が POPs の環境リスクに与える影響を正確に評価するにはさらなる研究が必要

であると考えられる。POPs の長距離輸送についても、気候変動が重要な要因となることが指摘されて

いる。気温が上昇すると、南半球の産業地帯から排出された POPs が大気中に長くとどまり、北半球へ

と輸送される可能性が高くなる。特に、大気の対流活動の強化やジェット気流の変動は、POPs の越境

輸送の頻度や分布を変化させることが予測されている。大規模な気象現象であるエルニーニョやラニ

ーニャも、POPs の輸送パターンに影響を与える要因として注目されており、これらの気象現象の発生

頻度が変化すると、POPs の拡散ルートにも変動が生じる可能性がある。さらに、海洋循環の変化も

POPs の動態に大きな影響を与えることが指摘されている。気候変動により、海流の流れや水温が変化

すると、海洋に沈着した POPs の移動速度や蓄積パターンが変わる可能性がある。例えば、北大西洋循

環が弱まると、海洋に蓄積された POPs がより長くその地域にとどまり、生物蓄積のリスクが高まる可

能性がある。また、海氷の減少に伴い、これまで氷の下に閉じ込められていた POPs が海水中に溶出

し、海洋生態系への影響が懸念される。 
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文献調査結果：まとめ 

 本研究の文献調査の結果、気候変動が POPs（Persistent Organic Pollutants）の環境中濃度や地理的分

布に影響を及ぼす可能性が高いことが示唆された。これまでの研究では、POPs が一度環境中に排出さ

れると、その物理化学的特性により長距離輸送を受けながら、地球規模で広がることが知られてい

る。しかし、気候変動に伴う気温上昇、降水パターンの変化、紫外線量の増加、海洋・大気循環の変

動などの要因が、POPs の輸送・沈着・分解プロセスに大きく影響を与え、分布パターンが変化する可

能性が高いことが明らかとなった。気温上昇の影響として、過去に沈着した POPs が二次放出される可

能性が高まることが示唆されている。POPs は一般に低温環境では土壌や水環境に蓄積するが、気温が

上昇すると、これまで地表や海洋に固定されていた POPs が再び大気中に放出される。この現象は特に

永久凍土や氷河が融解する地域（例えば北極圏やチベット高原など）で顕著に発生すると考えられて

おり、温暖化が進むことで過去数十年間に蓄積された POPs が再び循環し始める可能性がある。これに

より、排出源から遠く離れた高緯度地域や山岳地帯における環境負荷が増大するリスクが指摘されて

いる。また、降水パターンの変化は、POPs の沈着挙動に大きな影響を与えることが分かった。一般

に、降水は大気中の POPs を地表へ沈着させる主要なプロセスの一つであり、降水量が多い地域では

POPs の沈着量も増加する傾向にある。一方で、降水が少ない地域では、大気中に長くとどまり、広範

囲へ拡散する可能性がある。さらに、気候変動による極端な気象現象（例えば、豪雨や洪水の増加）

は、土壌や水系に蓄積された POPs を急激に移動させる可能性がある。これにより、一部の地域では

POPs の濃度が一時的に上昇し、新たなホットスポットが形成されるリスクがある。紫外線量の増加

も、POPs の動態に影響を与える重要な要因である。成層圏オゾンの減少により地表に到達する紫外線

量が増加すると、POPs の光分解が促進される可能性がある。これは、環境中の POPs の寿命を短縮す

る効果を持つ一方で、紫外線分解によって生成される分解産物の毒性や環境影響が十分に解明されて

いないことが懸念されている。特に、UV-328 のような難分解性有機化合物は、紫外線によって化学構

造が変化することで、新たな環境リスクを生じる可能性がある。したがって、紫外線分解がもたらす

影響についても、さらなる研究が必要である。海洋および大気循環の変化も、POPs の分布に大きな影

響を与える要因となる。気候変動による海流の変動や大気の対流活動の変化は、POPs の越境輸送のパ

ターンを変える可能性がある。例えば、エルニーニョやラニーニャといった大規模な気象現象は、

POPs の移動ルートや輸送速度を変化させることが予測されている。さらに、海氷の減少に伴い、これ

まで氷の下に閉じ込められていた POPs が海水中に溶出し、海洋生態系への影響が懸念される。特に、

マイクロプラスチックに吸着した POPs が海洋生物に取り込まれることで、食物連鎖を通じた生物濃縮

が進行し、最終的にヒトへの健康リスクへとつながる可能性がある。 

今後の研究では、気候変動がもたらす環境リスクの変化をより詳細に評価し、POPs の動態予測を改

善するためのモデリング研究の発展が求められる。特に、気温上昇による二次放出の影響を正確に予

測するためには、観測データの蓄積と数値モデルの精度向上が必要である。また、降水パターンの変

化による POPs の輸送・沈着への影響を考慮したモデルシミュレーションも求められる。さらに、紫外

線分解や海洋循環の変動が POPs の環境中動態に与える影響について、より詳細な実験研究とフィール

ド調査を進めることで、より正確なリスク評価が可能となると考えられる。POPs の新たな排出は規制

されているものの、過去に蓄積した POPs の移動・分解・蓄積には依然不確実性が残る。今後の環境リ

スクを適切に管理するためには、気候変動を考慮した長期的な監視とモデル開発が不可欠である。 
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iii-3.1. POPs の濃度 

 

 新規 POPs 3 物質については、10 月、11 月ともにデクロランプラスとメトキシクロルが検出下限以下

となった。一方で UV-328 においては、定量下限未満であったものの、検出下限は上回り、それぞれ 0.7、

0.3 pg/m3 の濃度が得られた (表 1)。モデルにおいては、ホットスポットでの濃度レベルを算出していた

ため、波照間島でのバックグラウンド濃度は、オーダーが異なる結果が得られた。よって、モデルにお

いてもバックグラウンド濃度においての精度の向上が求められる。 

 

  

  

  表 2 にレガシーPOPs と言われる、ストックホルム条約発効当時の 2004 年から規制されていた

POPs8 物質の濃度の実測データを示す。 

 ヘキサクロロベンゼン（Hexachlorobenzene, HCB） は、かつて殺菌剤や工業用化学物質として使用

されていた。HCB は、農作物の真菌病対策としての農薬や、ゴム、塗料、爆薬、絶縁材料の製造工程

で添加剤として利用されていた。しかし、その高い環境残留性と発がん性の可能性が指摘され、2001

年にストックホルム条約で規制対象となった。HCB は水に溶けにくく、土壌や堆積物中に長期間蓄積

しやすい性質を持つ。クロルデン（Chlordane） は、1950 年代から 1980 年代にかけて農業用殺虫剤や

シロアリ防除の目的で広く使用されていた。この化学物質は、cis-Chlordane と trans-Chlordane という

異性体を含むが、どちらも環境中での分解が遅く、長期間残存する特性を持つ。クロルデンは、土壌

や堆積物に強く吸着しやすく、生物濃縮による生態系への影響が懸念されていた。そのため、1997 年

に日本で使用禁止となり、2004 年にはストックホルム条約で規制対象となった。ノナクロル

（Nonachlor） は、クロルデン製剤に含まれる成分の一つであり、特に trans-Nonachlor は環境中での

安定性が高く、長距離輸送されることが知られている。ノナクロルは脂溶性が高く、生物の脂肪組織

に蓄積しやすいため、食物連鎖を通じた生物濃縮が問題視されていた。ストックホルム条約では、ク

ロルデンと同様に 2004 年に規制対象となり、ほとんどの国で使用が禁止された。 

 

表 1．新規 POPs の大気中濃度 
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ヘプタクロルエポキシド（Heptachlor epoxide） は、殺虫剤 ヘプタクロル（Heptachlor） の環境中での

分解生成物である。ヘプタクロルは、主にシロアリ防除や農業用殺虫剤として利用されていたが、環

境中でエポキシドに変化するとさらに安定し、分解されにくくなる。この物質は、野生生物やヒトの

脂肪組織に蓄積しやすく、神経毒性や発がん性の可能性が指摘されている。そのため、2004 年のスト

ックホルム条約で規制され、現在ではほぼ全世界で使用が禁止されている。DDE（ジクロロジフェニ

ルジクロロエチレン, DDE） は、DDT（ジクロロジフェニルトリクロロエタン, DDT）の分解生成物で

あり、o,p'-DDE と p,p'-DDE の二つの異性体が存在する。DDT は、第二次世界大戦中から蚊の駆除

（マラリア対策）や農業用殺虫剤として広く使用されてきた。しかし、DDT が環境中で分解すると

DDE が生成され、DDT よりもさらに分解されにくく、長期間にわたって環境中に残存する。DDE

は、DDT と同様に脂溶性が高く、生物濃縮を引き起こすため、野生生物の生殖機能への影響が懸念さ

れてきた。DDT は、1972 年にアメリカで使用禁止となり、2004 年のストックホルム条約で規制対象と

なった。ただし、マラリア媒介蚊の防除を目的とした一部の国では、限定的な使用が現在も認められ

ている。本研究で対象とした p,p'-DDT（ジクロロジフェニルトリクロロエタン, p,p'-DDT） は、DDT

の主成分であり、農薬として長年にわたって世界的に使用されてきた。DDT は、1950 年代から 1960

年代にかけて世界中で大量に使用されたが、その残留性の高さと生物濃縮の問題から、1970 年代以

降、多くの国で使用が禁止された。現在では、ストックホルム条約（2001 年）により、原則として使

用が禁止されているが、前述の通りマラリア防除のために一部の国で例外的に使用が継続されてい

る。 

 

表 2．HCB などレガシーPOPs の大気中濃度 
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HCB は特に揮発性が高く、大気を介して長距離輸送される性質を持つため、局所的な排出源が減少し

たとしても、過去に排出された HCB が再放出されることにより、長期的に一定の濃度が維持されてい

る可能性が高い。また、地表や海洋に沈着した HCB が環境中で再揮発し、大気中濃度を維持している

ことも考えられる。特に、極域や寒冷地域に蓄積した HCB が気温の変化に伴い再放出されるバッタ効

果（Grasshopper Effect）」が影響している可能性もある。 

本研究の結果は、HCB の大気中での長期的な残存性と環境中での動態をより詳細に理解する必要性も

示した。ストックホルム条約による規制が施行されたにもかかわらず、HCB が依然として大気中に存在

することは、過去の排出の影響、またはエッセンシャルユースによる影響が現在も続いていることを意

味し、今後も継続的な監視が必要であると考えられる。今後の研究では、HCB の二次排出源や環境動態

の解明を進め、HCB の大気中濃度が長期的にどのように変化するのかを評価していく必要がある。 
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iii-3.2. SPM に含まれる重金属の濃度 (濃縮係数) 

 

本研究では、大気中浮遊粒子状物質（SPM）に含まれる重金属の濃度を測定し、その起源や環境中で

の沈着特性を評価した。特に、地殻由来と人為起源の影響を評価するために、Enrichment Factor（EF, 濃

縮係数）(Kemp et al., 1976)を用いた解析を実施した。EF は、対象元素の濃度を基準元素（通常は地殻組

成に安定的に含まれるアルミニウムやシリコンなど）で補正することで、その元素が自然起源（地殻由

来）なのか、人為的排出に由来するのかを判断する指標として広く用いられる。 

測定結果から、SPM 中では亜鉛（Zn）の濃度が特に高く、EF も顕著に高い傾向が見られた (図 11)。

亜鉛の EF 値は 1000～1500 に達しており、明らかに人為起源による寄与が支配的であると考えられる。

一般的に、EF が 1 に近い場合は地殻由来、10 を超えると人為起源の寄与があると判断されるため、本

研究の結果は、亜鉛が主に工業排出や燃焼プロセスに由来している可能性が高いことを示唆している。

亜鉛は、自動車のタイヤ摩耗や金属精錬、都市部の大気汚染源（例えばゴミ焼却施設や産業排出）から

排出されることが知られており、本研究で観測された高い EF 値もこれらの排出源と関連している可能

性がある。また、亜鉛に次いで、セレン（Se）、バリウム（Ba）、ヒ素（As）も比較的高い濃度で検出さ

れ、大気を経由した沈着が確認された。セレンは、主に石炭燃焼や鉱業活動、金属精錬から排出される

ことが多く、EF の結果からも人為起源の影響が大きいことが示唆される。バリウムは、ブレーキパッド

の摩耗や工業燃焼プロセスに由来し、ヒ素は石炭燃焼や農業用殺虫剤としての過去の使用が原因で大気

中に排出されることが知られている。 

 

 

 

本研究の結果は、SPM を介した重金属の輸送と沈着が、特定の元素において顕著に発生していること

を示している。特に亜鉛のように極端に EF が高い重金属は、明らかに人為起源の影響が支配的であり、

大気中での移動や長距離輸送を考慮する必要がある。また、セレンやバリウム、ヒ素といった重金属に

ついても、局所的な排出源を特定し、その環境負荷を評価することが重要であると考えられる。今後の

研究では、これらの重金属の沈着フラックスをより詳細に解析し、環境中での挙動を評価することが求

められる。 

  

図 11．SPM 中の重金属の Enrichment Factor 
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iii-3.4. 微生物解析の DNA 抽出・解析 

 

波照間ステーションとウラピナ浜付近の門レベルの微生物群集構造解析結果を図 13 に示した。 

 

図 13. 微生物群集構造解析結果（門レベル） 

 

 

2 試料の微生物群集構造解析結果より、好気性の微生物や有機物の分解に関与している微生物が多

数を占めていることなどが共通していた。しかし、Acidobacteriota に着目すると波照間ステーションで

約 8%検出されたのに対し、ウラピナ浜付近では約 24%検出されていた。Acidobacteriota は好気性の微

生物が多く、酸性環境でよく生育していることが知られている (Yun et al., 2016)。このことより、ウラ

ピナ浜付近では酸性環境が形成されている可能性が示唆された。 

次に、波照間ステーションとウラピナ浜付近の綱・目・科・属レベルの微生物群集構造解析結果を

図 14 に示した。検出された微生物が多かったため、検出された割合の高い上位 10 種のみ示した。 
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図 14. 微生物群集構造解析結果（綱・目・科・属レベル） 

波照間ステーション近辺の土より、 Hyphomicrobiaceae;Pedomicrobium という微生物が検出された。鉄

やマンガンが豊富な環境から報告されており、それらを酸化する種がいると知られている (Tuhela et al., 

1997)。また、土壌中にサンゴの死骸（CaCO3）が含まれていたことから、酸性環境になりにくいと考え

られる。よって、波照間ステーションでは中性～還元的な環境が形成されている可能性が示唆された。 

 さらに、残留性有機汚染物質(POPs)の分解を行う種レベルの微生物を含む、科レベルの微生物でまと

めて図 15 に示した。 

 
図 15.  微生物群集構造解析結果（POPs 分解に関与する可能性のある微生物） 
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PCB などの POPs 分解に関与している微生物として、Pseudonocardiaceae Pseudonocardia や

Nocardioidaceae Nocardiodes などが報告されている (Pieper et al., 2005; Leigh et al., 2007; Sul et al., 2009; 

Guo et al., 2010 Ito et al., 2021; Huang et al., 2022; Vergani et al., 2022)。POPs 分解を行う可能性のある微

生物は、波照間ステーションで約 10%検出されていたのに対し、ウラピナ浜付近では約 5%検出された。

このことから、波照間ステーションの方が、POPs 分解能を持つ微生物にとって好適な環境であること

が示唆された。 

しかし、現段階では微生物群集構造解析しか行っていないため、今後メタゲノム解析などを行い、POPs

分解に関与する遺伝子（PCB 分解に関与する bph 遺伝子群など）を持っているか、機能遺伝子の推定を

行う必要がある。 

 

波照間島の 2 地点より試料を採取し、微生物群集構造解析を行った結果、波照間ステーションでは、

鉄やマンガンを酸化する Hyphomicrobiaceae;Pedomicrobium が検出された。また、サンゴの死骸（CaCO3）

が混ざったような土壌であったことからも、酸性環境になりにくく、中性～還元的な環境であったと考

えられる。POPs 分解を行う可能性のある微生物も波照間ステーションで多く検出されており、2 地点を

比較すると好適な環境が形成されている可能性が示唆された。今後は、メタゲノム解析などを行い機能

遺伝子の推定を行うことで、今回検出された POPs 分解の可能性のある微生物ではなく、POPs 分解に関

与する微生物だと示唆される。 
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５．まとめと今後の展望 

本研究では、浮遊粒子状物質（SPM）をトレーサーとした UV-328 の大気中濃度と沈着フラックスの

経年変化、気候変動が POPs の動態に及ぼす影響、ならびに微生物分解の可能性について解析し、環境

中での挙動と今後の課題を明らかにした。これにより、POPs の広域輸送や沈着パターンが、地域ごとの

気象条件や人為的な影響によって大きく変動することが示唆された。さらに、SPM に含まれる重金属

（特に亜鉛）が、大気中でどのように化学変化し、環境中での安定性を増しているかについても、新た

な知見が得られた。本研究の成果を踏まえ、以下に主要な知見と今後の課題について詳しく述べる。 

 

5.1. 大気中濃度と沈着フラックスの経年変化 

1970 年から 2018 年にかけて、SPM をトレーサーとした UV-328 の大気中濃度は、ヨーロッパやアジ

アから世界各地へと拡大した。特に、中国（北京）やインドネシア（ジャカルタ）などの都市部では、

依然として高濃度が維持されており、これらの地域が主要な排出源として機能し、長距離輸送によって

北極圏やチベット高原へと蓄積されることが示唆された。これは、近年の都市化や自動車の使用量増加

に伴い、紫外線吸収剤である UV-328 が多く含まれる製品が環境中に放出され続けていることと関連し

ていると考えられる。 

一方で、沈着フラックスの分布は大気中濃度とはやや異なる傾向を示しており、沈着の主なメカニズ

ムが地域ごとに異なる可能性がある。大気中濃度が高い地域では必ずしも沈着フラックスも高いとは限

らず、特に湿潤沈着（降水による沈着）が支配的な地域では、局所的な環境条件が沈着量に大きく影響

を与えることが分かった。このため、各地域における輸送・蓄積のプロセスを詳細に解明することが今

後の重要な課題である。さらに、UV-328 が他の POPs と異なる特性を示す点についても、沈着後の挙動

をより詳細に分析する必要がある。 

 

5.2. 季節変動と地球温暖化の影響 

文献調査の結果、UV-328 を含む POPs は、冬季に土壌から大気へと再放出され、夏季に再蓄積される

という明確な季節変動パターンが示されていることが分かった。この挙動は、気温の上昇や日射量の変

化に伴う蒸発・再沈着のメカニズムと密接に関連している。特に、冬季における大気中濃度の増加は、

気温が低下することで土壌や水面からの放出が抑制されると考えられていた従来の見解とは異なる結

果を示しており、今後さらなる検討が必要である。また、地球温暖化の進行により、気温が 1℃上昇す

るだけで、チベット地域における POPs の大気中濃度が増加する可能性が高いことが明らかになった。

この結果は、気候変動が POPs の挙動に与える影響を考慮しなければならないことを示しており、温暖

化シナリオに基づいた長期的なリスク評価が必要である。特に、チベット高原のようなコールドトラッ

プ地域では、温暖化による氷河融解や土壌の変化が、POPs の長距離輸送に及ぼす影響を評価する上で

重要な要素となる。 

さらに、本研究の実測データにおいても、POPs の中でも UV-328 のみが波照間で検出されたことは、

自動車部品などの紫外線吸収剤として広く使用されていることと関連していると考えられる。今後、エ

ッセンシャルユース（必要不可欠な使用）として UV-328 を使用し続けることの是非が問われるととも

に、中古自動車を含めた製品中の化学物質の管理体制強化が緊急の課題である。これらの要素を考慮し、

POPs に関する国際的な規制の強化が求められる可能性が高い。 
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5.3. 現地調査と微生物分解の重要性 

波照間において 2023 年に規制を受けた新規 POPs 3 物質のうち、UV-328 のみが検出下限を超える濃

度となった。一方で HCB（ヘキサクロロベンゼン）の大気中濃度は、過去 16 年間でほぼ変化がなく、

ストックホルム条約発効後も環境中に残存していることが分かった。これは、POPs が環境中で極めて

安定な挙動を示し、一度蓄積されると長期間にわたって分解されにくいことを示唆している。 

一方で、微生物解析により、POPs を分解する可能性のある微生物の存在が確認されたことは、環境負

荷を低減する新たな視点を提供するものである。特に、微生物群集の DNA 解析を進めることで、環境

中での POPs の分解過程を明らかにし、より効果的な汚染対策につなげることができる可能性がある。 

また、SPM 中の亜鉛濃度が特に高いことが確認され、亜鉛が金属トレーサーとして有効である可能性

が示された。さらに、大気中の亜鉛は、化学反応によって不溶性のアパタイトに取り込まれ、安定化し

ていることが明らかとなった。これにより、大気を経由して輸送される金属成分が、沈着後にどのよう

な形で固定化されるかを明らかにすることが重要であることが示された。 

 

5.4. 今後の展望 

今後の研究では、以下の 3 つの点に重点を置き、さらなる調査・解析を進める必要がある。 

 

① モデルによる将来予測の高度化 

全球および半球スケールの多媒体モデル（CHASER、CMAQ）を活用し、IPCC の温暖化シナリオ（SSP126, 

SSP245, SSP585 等）に基づいた POPs および重金属の将来挙動を予測する。これにより、温暖化が進行

した場合の POPs の揮発、長距離輸送、堆積・沈着パターンの変化を明らかにし、将来的な環境リスク

の評価を強化する。 

 

② 現地調査の強化 

低緯度・極域地域に加え、チベット高原でのサンプリング候補地として検討し、温暖化の影響を強く受

ける地域のモニタリングデータを取得する。 

 

③ 微生物分解の可能性評価 

微生物による POPs の分解を詳細に評価し、環境中での分解プロセスの解明を進める。また、生物濃縮

の影響を考慮し、生態系全体への影響を統合的に評価する必要がある。 

 

これらの研究を推進することで、POPs や重金属の長期的な環境動態をより精緻に把握し、気候変動

がもたらすリスクを包括的に評価することが可能となる。特に、モデル予測の高度化と現地観測データ

の統合により、POPs の排出源ごとの寄与解析や、沈着後の再放出メカニズムを定量的に評価できるよ

うになることが期待される。さらに、微生物分解の可能性を探ることで、POPs の自然環境での削減メカ

ニズムを解明し、環境負荷を低減する新たなアプローチの開発につながる可能性がある。今後の研究で

は、各地域における環境条件を考慮したモニタリングが求められる。。また、政策立案の観点からも、科

学的根拠に基づいたリスク管理戦略の策定を支援するための知見を提供することが重要である。 
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